
自治事務 法定受託事務

■職員□一部委託 □全部委託 □指定管理 □市民ボランティア □NPO等 ■その他( )
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※　人件費相当額試算は、従事職員数に平均人件費を用いて試算したものです。

令和04年06月17日(金)

こども青少年課 担当係 児童相談係 管理番号 3502児童相談・虐待防止事業

健康でいきいきと暮らせるまち

子育て支援の充実

令和2年度

民生費 児童福祉費

民生費 児童福祉費

①市民（主に子育て家庭の保護者）②虐待や特に支援が必要な保護者および児童、妊婦、③４か月までの乳児がいる家
庭、④特に支援が必要な保護者を対象とする。

財
源
内
訳 他特定財源

一般財源

予算（現額）

２．事業費（投入コスト）

区分 平成29年度 平成30年度 平成31年度

事
業
費 地方債 0 0

4,544,806 4,824,286 4,553,262

子育て支援アプリの導入
ふっかちゃん児童自立支
援事業４歳，５歳未就園
児家庭訪問実施年度別計画

6,826,000 6,228,000

事務事業評価表
１．基本事項

大項目

小項目

1

本事業は、児童の養育についての不安や悩みの軽減および虐待の防止、早期発見、適切な対応に資するために、①家庭
児童相談室、子ども家庭総合支援拠点での相談、②要保護児童対策地域協議会（要対協）、③乳児家庭全戸訪問事業、
④養育支援訪問事業等を実施し、子育て支援の推進を図る。

担当課

県支出金 190,500 138,000 164,000 164,000 166,000 213,000

0

213,000

300,000

3,905,306

民生費

児童福祉総務費

事務事業

1

事業概要

5,188,000

500,000

0

決算額

国支出金

中項目 1 健やかに成長できるまちづくり

0 0

300,000 250,000 200,000 300,000

6,427,000

149,000 136,000 143,000 148,000 152,000

4,300,286 4,046,262 4,040,329

単位：円

4,043,759

総事業費試算

人件費相当試算※

従事職員数（人）人件
費

20,880,706 21,166,486

16,335,900 16,342,200

2.10 2.10 2.70 3.25 4.10

25,777,962

21,224,700

4.00

32,525,392

38,639,392

26,442,000 31,823,852

31,094,329 36,485,611

令和4年度

2,352,372

1,902,653

300,000

53,960

前年度決算額（円）

一般会計

一般会計

目

民生費

一般会計

一般会計

一般会計

児童福祉総務費

児童福祉総務費

児童福祉総務費

総
合
計
画

主要プロジェクト 0 (未使用）

深谷市家庭児童相談員設置規則、児童福祉法、

根拠法令
個別計画等

事業区分 ■ □

目的
※何のために

家庭児童相談事業

養育支援訪問事業

４歳、５歳未就園児家庭訪問事業

児童福祉費

児童福祉総務費 児童相談事務費

相談事業や訪問事業を通して、保護者の子育てに関する不安や悩みの軽減、子育ての孤立化の防止を図ること、また虐
待（疑いを含む）の早期発見、適切な対応を実施し、児童の安全に資することを目的とする。

対象
※誰・何を対象に

52,774

委嘱

区分 款

手段
※どのように

①電話および来所で、相談者の相談内容に応じた助言を行う。②要対協の関係機関間で情報共有し、適切な対応を協議
する。③④訪問員（４人）が訪問し保護者や子どもの状況確認、不安や悩みの傾聴、助言を行う。

成果
※何を求めるか

市民の相談に対して適切な助言、情報提供がなされ、保護者の育児不安や悩みが軽減し、状況の改善が図られる。

項

作成日

細事業名

ふっかちゃん児童自立支援事業

令和3年度

児童福祉費

事務事業を
構成する
予算事業

4,652,329 4,661,759 0

子育てアプリからＬＩＮＥ
配信へ変更

6,114,0006,403,000 6,353,000

本事業の
主な業務

執行体制

児童福祉費

民生費

こども家庭総合支援拠点・家庭児童相談室による電話や来所相談

要保護児童対策地域協議会の運営

虐待ホットライン（通告受理、対応検討）

虐待対応（情報収集、訪問調査、関係機関調整等）

関係機関および市民向け講演会の開催

乳児家庭全戸訪問事業の運営

養育支援訪問事業の運営

きづなメール配信

４歳、５歳未就園児家庭訪問



80 90

13 100 100 0

実績値

80

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

虐待防止への意識が高まった
参加者の割合 件

３．評価指標
目標値

実績値

目標値

実績値の算出式

244

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動指標１
実績値

年間開設日数/年間開設日数

日

単
位

245 238 243 242

0238 242

評価者 児童相談係　河端　幸子

区分 評価の観点 評価 評価理由

４．観点別評価

83 83

令和
4年度

平成
29年度

平成
30年度

平成
31年度

令和
2年度

令和
3年度

245

0 70 70

243

82

1121

平成２６年度から平成２９年度の最多数の成果を基準に設定　/　虐待防止講演会参加者数

5

効率性

・意図した成果が上がっている
か。
・指標未達成の場合は、その原因
を分析できているか。

・ICTの活用や業務改善が充分か。
  ※検証必須
・コスト面など効率的に執行できている
か。
・民間委託や他事業との統合・連携が可
能か。

要保護児童に関する国のシステムが導入され転出入に関する市町村間の事務
が簡素化される。子育てアプリを使い相談窓口の案内や各子育て情報の提供
が行えている。

B

A

相談件数が増えているが相談対応は出来ており、子育て・育児に心理的負担
感がある保護者の割合は１％と少ない状況でした。児童虐待発生件数につい
ては横ばい状態である。新型コロナウイルス感染症拡大により、児童虐待防
止講演会は録画済みの講演を動画配信するかたちで実施している。講演会を
実施することで参加者は虐待防止の意識が高まっている。成果

82

件

実績値

目標値

実績値

目標値

899

成果指標４

成果指標１

成果指標２

成果指標３

評価理由・指標数値の推移
予定通り相談室の開設が出来ている。

81 0

0

242

354 374 485

244

目標設定することができないため設定していません

5 5

評価評価の観点区分

78 8792

5 12

82 82

％

成果指標５

目標値

実績値

区分

家庭児童相談室開設日数

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

実績値の算出式

目標値の算定根拠/実績値の出所

指標名

家庭児童相談室相談件数

子育て・育児に心理的負担感
がある保護者の割合

目標値

実績値

児童虐待発生件数

虐待防止講演会の参加者数

0

件

件

平成２８年度深谷市要保護児童対策地域協議会における虐待数　/　深谷市要対協における虐待数

83 83

83 83 92 0 55

82 82

平成２９年度の値を基準とし設定した　/　３歳児健診アンケートより集計

5 3 1 0

10 5 5

目標値 83

実績値の算出式

85

83

（２）事業効率性評価
事業効率性評価は、執行体制や手段など効率的に事務事業を執行しているかを評価します。
（評価基準）（A:効率的である　B:高める余地あり　C:効率的でない）

評価者 児童相談係長　河端　幸子

参加者の虐待防止の意識が高まったと思える人の割合　/　平成３０年度より虐待防止講演会

観点別評価は、指標達成の有無の他、その達成率も勘案して総合的に評価します。
目標値の設定がないものについても、進捗状況等を踏まえA～Cの三段階にて評価します。

・活動実績は、見込みに沿い、か
つ投入資源に見合っているか。

（１）事業達成度評価
事業達成度評価は、意図した活動により事業目的に適う成果がでているかを評価します。
（評価基準）（A:達成している　B:おおむね達成している　C:達成していない）

A

0 100

目標値の算定根拠/実績値の出所

活動



□ ①拡充,重点化(コスト投入) □委託化等の検討

■ ②現状のまま継続 □成果向上のための改善

□ ③見直して継続 □効率化のための改善

□ ④目的達成による終了 □事業規模の縮小

□ ⑤廃止を検討 □他の事務事業と統合

７．改善改革プラン・今後の課題

令和4年度に実施する
改善・改革案

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

８．評価指標グラフ

６．所属長評価（今後の方向性）

５．前年度改善改革プラン達成状況

新型コロナウイルス感染症の影響を受けてか、相談件数が急激に増えた。各
子育て支援センター、母子健康包括支援センター、こども家庭総合支援拠点
が連携し引続き相談体制の充実を図って行く。児童虐待についても関係機関
と連携を密にし継続した児童虐待防止に努める。また、子育てアプリを使用
し相談窓口の案内を行うなど、子育て情報の発信を行っている。今後も情報
発信を行って行く。

令和2年度の評価を受けて
設定した改善・改革案

達成状況及び
その効果

評価者 課長　美野田　芳二

評価の内容説明

3502事務事業 児童相談・虐待防止事業 担当課 こども青少年課 担当係 児童相談係 管理番号

区分 指標名

令和5年度以降に取り組む
改善・改革案・今後の課題

（事業目的・各指標の達成に必要
な改善、業務の効率化を図るため

の改善）

区分 指標名

0

0.5

1

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

0

0.5

1

平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

目標値

実績値

上記を実施するための具体的な取組内容は？


